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研究要旨 

健康格差への対策の一環として、格差の状況やその経時的な推移の把握といったモニタリングの

必要性が指摘されている。そのためには健康格差を指標化する必要があるが、研究者のような専門

家ではなくても容易に利用できる格差の指標化のツール（Inequalities Calculation Tool）がイギ

リスで開発されている。本報告では、このツールの利用の仕方を紹介する。さらに3歳児う蝕を例に、

このツールを用いて計算した格差の状況と経年的な推移について分析を行った。2002年から2013年

までの乳幼児健診の3歳児う蝕有病者率の都道府県ごとのデータを用い、う蝕の健康格差を明らかに

することを目的とした。所得を社会経済的要因の指標として用いた。格差の指標としては、絶対的

格差および相対的格差を算出するために、格差勾配指数（SII：Slope Index of Inequality）およ

び格差相対指数（RII：Relative Index of Inequality）を用いた。所得の３分位で地域を分けた際

の、最も所得が高い地域と低い地域の平均う蝕有病者率は2002年にはそれぞれ29.7%と41.7%であり、

2013年には16.3%と23.5%であった。絶対的格差であるSIIは18.8から12.1に減少した。相対的格差R

IIは1.82から2.02に増加した。う蝕の平均的な減少にもかかわらず、格差は存在していた。絶対的

格差は減少傾向にあるが、相対的格差は増加傾向にあった。相対・絶対双方の格差指標が減少する

のが理想的であり、それに向けた取り組みが必要であろう。 

 

研究協力者 
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科保健学分野 

 

А．研究目的 

 日本においても、さまざまな健康指標で都道

府県内の市町村間格差や、市町村内の地域格差

などが存在する。健康格差の縮小は世界的に公

衆衛生上の課題として認識されており、我が国

においても平成25年度からの「健康日本２１（第

二次）」の基本的な方向の第１番目に「健康寿

命の延伸と健康格差の縮小」が明言されている。

健康格差の縮小のためにはまず、格差の状況を

把握することが必要であり、また格差をモニタ

リングしていくことが求められる1,2。 

格差の状況を把握するためには、健康格差を

指標化する必要がある。このために、容易に利

用できる格差の指標化のツール（Inequalities

Calculation Tool）がイギリスで開発されてい

る。そこで本報告では、このツールの利用の仕

方を紹介する。その上で、例として３歳児う蝕

を例にこのツールを用いて計算した格差の状況

と経年的な推移について分析を行うことを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2002年から2013年までの乳幼児健診の３歳児

う蝕有病者率の都道府県ごとのデータを用い、

う蝕の健康格差を明らかにすることを目的とし

た。都道府県ごとの平均所得を社会経済的要因

の指標として用いた。 

格差の指標は複数存在するが、格差をモニタ
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リングする際には、全体的な健康指標の増減や

ばらつきにより格差指標の動向が異なるため、

複数の指標を用いることが奨められている3-5。

ここでは、絶対的格差および相対的格差の指標

を用いた。それぞれの指標として、格差勾配指

数（SII：Slope Index of Inequality）および

格差相対指数（ RII： Relative Index of 

Inequality。Kunst & Mackenbach の修正版が今

回のツールでは計算される。）を用いた2,3。 

指標の計算には、いくつかの方法があるが、

本稿ではInequalities Calculation Toolを用

いた。これは行政職員などが利用することを目

的 と し た 健 康 格 差 の 指 標 化 の ツ ー ル

（Inequalities Calculation Tool）であり、英

国公衆衛生研究所（Public Health England 

Knowledge）により提供されている。このツール

はMicrosoft社のエクセルシート上に組み込ま

れたマクロであり、指定されたエクセルのセル

に数値を入力することで格差指標が自動的に計

算されるようになっている。このエクセルシー

トを同研究所のサイト（http://www.apho.org.uk/ 

resource/item.aspx?RID=132634）からダウンロー

ドすることで、エクセルの利用できるパソコン

で簡単に健康格差を計算することが可能である。 

 

Ｃ．研究結果 

１．健康格差の指標化のツール 

具体的なダウンロードの方法や使い方につい

て、本稿の末尾の図で解説を行った。 

 

２．３歳児う蝕有病者率の健康格差について 

 所得の３分位で都道府県を分けた際の、最も

所得が高い地域と低い地域の平均う蝕有病者率

は2002年にはそれぞれ29.7%と41.7%であり、

2013年には16.3%と23.5%とう蝕は全体的に減少

していた。絶対的格差であるSIIは18.8から12.1

に減少した。一方で相対的格差RIIは1.82から

2.02に増加した。う蝕の大きな減少にも関わら

ず、格差が存在することが明らかになった。 

 

 

Ｄ．考 察 

専門的なソフトウェアを保有しなくても、

Microsoft社のエクセルがあれば格差指標を計

算できるツールについて解説を行った。英語で

あるものの、扱い方は容易であるため日本国内

の行政担当者による活用が期待される。 

３歳児う蝕の健康格差については、う蝕の平

均的な減少にもかかわらず、格差はいまだに存

在していた。平均的には所得の多い地域でも少

ない地域でも10ポイント以上のう蝕の減少がみ

られたが、絶対的格差の減少は約6ポイントに留

まっていた。一方で相対的格差は増加傾向にあ

った。相対・絶対双方の格差指標が減少するの

が理想的であり、格差の減少に向けた取り組み

が必要であろう。歯科疾患には、幼少期から高

齢期までライフステージを通じで健康格差が認

められるため6、人生のスタートとなる幼少期の

健康格差の縮小は重要であろう。 

歯科疾患の健康格差を減らす取り組みとして

は、社会的決定要因を考慮した介入が必要とさ

れている7。経済的余裕や、家庭の時間的余裕が

ない者でも恩恵があるような施策が望まれる。

乳幼児健診の際のフッ化物歯面塗布などの介入

は、比較的だれにでも届きやすい方法といえよ

う。また、明確な格差縮小の効果が示されてい

る施策としては、学校におけるう蝕予防のため

のフッ化物洗口が挙げられる。この方法は、学

校が健康により良い環境となり、家庭でそれら

を行う時間や経済的な余裕がない子どもでも恩

恵を受けることができて健康格差の縮小につな

がる。実際、日本での小学校などにおける集団

フッ化物洗口の実施により、齲蝕の都道府県格

差が統計学的に有意に縮小していることが報告

されている8。こうした方法は家庭で対策が困難

な子どもたちによりう蝕予防の効果が大きいと

考えられる。 

日本においても、さまざまな健康指標で都道

府県内の市町村間格差や、市町村内の地域格差

などが存在する。健康格差の縮小が政策目標に

挙げられている現在、健康格差をモニタリング

して、解消を目指していくことが求められる。 
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なし 
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１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 
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